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課長補佐 村上 威夫 

 

■はじめに 

 国土交通省では、我が国の国土づくりの基本方針を示す

国土形成計画の策定に取り組んでいる。本稿では、同計画

の基本的な考え方を示す「計画部会中間とりまとめ」の概

要をご紹介する。 

 戦後我が国では、５次にわたって策定された全国総合開

発計画（全総計画）が時代に応じた国土開発の方向性を示

してきたが、去る平成１７年７月に、その根拠法である国土

総合開発法が「国土形成計画法」へと改正され、新しく国

土形成計画を策定することとされた。現在策定中の計画は、

法改正後初めての計画となる。 

 今回公表された「計画部会中間とりまとめ」は、国土形

成計画（全国計画）に関する調査審議を行っている国土審

議会計画部会（部会長：森地茂政策研究大学院大学教授）

がこれまでの検討成果をとりまとめたものである。全国計

画は平成１９年中頃の閣議決定を目指して策定作業を進め

ている。 

 また、今回の法改正により全国計画に加えて新たに全国

８ブロック（北海道・沖縄を除く。）での広域地方計画を策

定することとされたが、こちらについては、全国計画の閣

議決定後１年を目途に策定することを予定している（図１）。 

 

《「計画部会中間とりまとめ」の概要》 

 

（はじめに） 

・計画部会でのこれまでの検討の国土審議会への中間報告

としてとりまとめるものであり、同部会は、これを足が

かりに最終報告のための検討作業を開始していく。 

・計画部会として、とりまとめにあたって以下の諸点に強

く留意。 

①人口減少が国の衰退につながらない国土づくり：人口減

少下における初の国土計画として、人口減少・高齢化が

進展する中でも、質の高い公共サービスが提供され、個

性と魅力ある生活環境を維持していくための方策を示す

こと 

②東アジアの中での各地域の独自性の発揮：グローバル化

の進展と東アジア地域の成長を踏まえ、計画の空間的視

野を東アジアにまで拡げるとともに、地域の個性と魅力、

国際機能等を捉え直すこと 

③地域づくりに向けた地域力の結集：行政のみならず、地

縁型のコミュニティやＮＰＯ、企業なども含めた多様な

主体が担い手となり、従来の公の領域に加え、公と私の

中間的な領域で協働することへの期待を示し、これを「新

たな公」として位置付けたこと 

④多様で自立的な広域ブロックからなる国土：新しい国土

像として、多様で自立的な複数の広域ブロックからなる

合

同
協
議
会

合

同
協
議
会

分 科 会

①

②

③

④⑤
⑥

⑦
⑧

① 東北圏

② 首都圏

③ 北陸圏

④ 中部圏

⑤ 近畿圏

⑥ 中国圏

⑦ 四国圏

⑧ 九州圏

（注１）北海道及び沖縄県は広域地方計画の対象外。ただし、隣接す
る広域地方計画区域には参加することが可能。

（注２）分科会・合同協議会は、日本海と太平洋の両海洋の活用等も
含めた構想や区域にまたがる共通課題を協議するために設置。

図１ 広域地方計画区域

※特に断りのない限り、本文中の圏域区分は上記による。
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国土構造の構築という方向性を示し、これによって人々

の圏域意識の拡大を目指したこと 

 

第１ 時代の潮流と国土政策上の課題 

(1)経済社会情勢の大転換 

①本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展 

・２００５年の出生率は１．２５まで低下。２０５０年にかけて

１．３９（社会保障・人口問題研究所の中位推計の前提値）

まで上昇しても、２０２０年で約 1億２，３２０万人（２００４年

に約 1億２，７８０万人）、２０５０年で約９，８９０万人と推計さ

れる。高齢者の割合は、２００５年には２０％程度であった

が、２０２０年には３０％弱、２０５０年には３０％台半ばまで

上昇すると推計される（図２）。 

 

②グローバル化の進展と東アジアの経済発展 

・経済のグローバル化の進展、東アジアの急速な経済成長

と産業構造高度化の中で、東アジア規模での生産ネット

ワークの構築や経済連携の動きが活発化。我が国の貿易

相手も、１９８０年代には欧米が輸出先の 6 割弱を占めた

が、２００３年からはアジア地域が欧米を上回るに至って

いる（図３）。 

 

③情報通信技術の発達 

・近年の情報通信技術の飛躍的な発達は生活利便性を急速

に向上させ、産業の生産性を高めるとともに、人と人の

つながり方など、国民生活に大きな変化を与えている。 

 

(2)国民の価値観の変化・多様化 

①安全・安心､環境や美しさ､文化に対する国民意識の高まり 

・地球温暖化の進展が異常気象の増加等の広範な影響を及

ぼすと予想されており、大雨の増加などに伴い災害の増

加や被害の甚大化の傾向が見られる。また、我が国は世

界有数の地震火山国であり、東海地震、東南海・南海地

震、首都直下地震等の大規模地震・津波の発生等も懸念。 

・環境への国民の関心が高まっている。また、ゆとりや安

らぎ、さらには心の豊かさを求める国民意識の高まりの

中、美しい景観や文化芸術等に対する欲求も強まってい

る（図４）。 

 

②ライフスタイルの多様化、「公」の役割を果たす主体の成長 

・価値観の多様化、生涯可処分時間の増加等に伴い多様な

ライフスタイルの選択が可能になってきている。さらに、

複数の生活拠点を同時に持つ「二地域居住」の動きも出

てきている。 

・社会の成熟化、市民意識の高まり、価値観の多様化等に

より、従来行政が担ってきた範囲にとどまらず、幅広い

「公」の役割をＮＰＯ、企業など多様な主体が担いつつ

ある（図５）。 
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図４ 日本の国や国民について誇りに思うこと

（出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」をもとに国土
計画局作成
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図２ 総人口及び高齢化率の将来推計（暫定値）

（注） 総人口及び年齢別割合は、国立社会保障・人口問題研究所の人口推

計（平成14年１月）をもとにした国土交通省国土計画局による暫定推計値。

なお、平成18年12月に同研究所が公表した新たな将来人口推計では、出生

中位（死亡中位）推計で2020年の人口約12,274万人、高齢化率29.2％、

2050年の人口約9,515万人、高齢化率39.6％となっている。
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(3)国土をめぐる状況 

①一極一軸型国土構造の現状 

・東京を頂点とする太平洋ベルト地帯に人口や諸機能が集

中する一極一軸型の国土構造が続いている。 

・人口減少を克服する新たな成長戦略の構築が求められて

おり、機能の陳腐化した国土基盤の質的向上、国際競争

力強化のための戦略的な投資を進める必要。 

・東京圏への人口の転入超過は続いており、地域間の格差

についても、広域ブロック間や都道府県間をめぐる近年

の動向には注視が必要。地方中小都市や中山間地域等で

は、地域活力の低下が見られるとともに、社会的諸サー

ビスの維持の問題に直面。地域の自立を促進する新たな

地域発展のモデルが求められている（図６）。 

 

②地域の自立に向けた環境の進展、都道府県を越える広域

的課題の増加 

・地方分権や市町村合併等によって地域の自主決定力が強

化されるとともに、東アジア経済の成長による直接交流

機会の増大、情報通信技術の発達等、地域の自立に向け

た環境が整いつつある（図７、図８）。 

・各広域ブロックにおいては、欧州の中規模国にも相当す

る人口・産業の集積があり、またブロックの中心となる

都市等の成長や基幹的な公共施設の整備が進展しており、

東アジアの近隣諸国との競争や連携を通じて地域の国際

競争力を高めうる潜在力と明確な地域のアイデンティテ

ィを有している。 

・また、経済活動の広域化に対応するための国際物流・高

速交通体系等の戦略的整備、県境地域に多く存在する過

疎・中山間地域の対策等、都道府県の区域を越えた広域

的な対応が必要な課題が増加しており、広域ブロックを

単位とする取組の重要性が高まっている。 
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図７ 広域ブロックと各国のＧＤＰの比較（2003年）

（注）内閣府「県民経済計算」（2003年）、世界の統計をもとに国

土交通省国土計画局作成。なお、為替レートは世界の統計
2003年為替により換算している。

図８ 各広域ブロックからアジア向けの日本人出国者
（カッコ内は平成元年との比）

（注）数値は平成17年。法務省「出入国管理統計」、国土交通省「国際

航空旅客動態調査」より推計
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③人口減少等を踏まえた人と国土のあり方の再構築の必要性 

・総人口の減少により国土の利用に余裕を見いだせる今世

紀は、適切な人と国土のあり方を再構築する好機。これ

までの蓄積を前提としつつ、国土のひずみの解消や質の

向上、環境負荷の低減を図り、安全で美しい国土への再

構築を図っていくことが重要。 

・美しい田園風景、清潔で安全な都市等我が国の国土が本

来持っている魅力を世界に対してアピールし、誰もが住

んでみたい、訪れてみたいと思う、いわば美しく信頼さ

れ性能の良い「日本ブランドの国土」を形成することを

目指すべき。 

 このような国土構造の現状と課題の下、新たな時代の潮

流を踏まえて、新時代の国土構造の構築に挑戦することに

より、一極一軸型の国土構造を是正していくべき。 

 

第２ 新しい国土像 

(1)国土構造構築の方向性 

・この計画においては、広域地方計画区域等を一つの単位

とする広域ブロックが、東アジアの各地域との競争・連

携も視野に入れつつ、その有する資源を最大限に活かし

た特色ある地域戦略を描くことにより、諸機能について

東京に過度に依存しない自立的な圏域を形成する国土構

造への転換を目指すべき。また、多様な特色を持つこれ

らのブロックが相互に交流・連携し合うことで、その相

乗効果により活力ある国土を形成していく。 

 この際、国土のひずみの解消や質の向上、環境負荷の

低減を図り、安全で美しい国土へと再構築していくべき。 

（多様な広域ブロックが自立的に発展する国土） 

・各広域ブロックの内部では、ブロックの成長のエンジン

となりうる都市及び産業の強化を促していくとともに、

ブロック内の各地域が、多様な地域特性を発揮し、また、

安心して住み続けられる生活圏域を形成していく（図９）。 

 

・自立的で特徴の異なる複数の広域ブロックからなる国土

構造を構築し、将来にわたる国内外の様々な変化にも柔

軟に対応することが可能となる多様性を国土上に保有す

ることによって、我が国の成熟期にふさわしい「国とし

ての厚み」を増していくことが、我が国の将来像として

好ましい方向であると考えられる。 

 このような国土を目指すことが、広域ブロックが独自

の発展を遂げそれが我が国全体の発展にも寄与するとい

う、これからの時代にふさわしい国土の均衡ある発展を

実現することにもつながっていく。 

 

・東アジアの繁栄が我が国の成長につながるとの認識の下、

重要性の高まる日本海と太平洋の両海洋の活用に向けた

広域的な取組の推進等、東アジアを意識する国土構造に

転換を図っていく必要がある。 

 

図９ 多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

（出典）国土交通省国土計画局作成

図９ 多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

（出典）国土交通省国土計画局作成



(2)広域ブロックの自立促進に向けた支援 

・広域地方計画の策定に向けて、関係する国の地方支分部

局、地方公共団体、地元経済界等が適切な役割分担のも

とに協働しながらビジョンづくりに取り組むことにより、

特色ある地域の形成が期待される。このため、各広域ブ

ロックにおいては、①国土における自らのブロックの位

置付けと東アジアの中での独自性の発現、②各ブロック

の特性を踏まえた域内の各都市や地域の連携方策のあり

方、③全国共通の課題に対するブロック独自の対応策、

④ブロック固有の課題への取組、⑤独自の地域戦略に基

づく重点的・選択的な資源投入などについて、広域的か

つ分野横断的に検討を進めるべきである。 

 全国計画においては、広域地方計画の策定の前提とな

る国土づくりの方向性を示すとともに、各ブロックの自

主性を重んじつつ、各ブロックが取り組むべき共通の課

題について提示するべきである。また、全国的な見地か

らも、今後各ブロックで構想される独自の戦略検討の萌

芽などを把握しながら、各ブロックに対する国土構造上

の期待やブロック間の連携の必要性について示していく

べきである。 

 

・国は、国家戦略上の見地から必要とされる施策の実施に

加え、自立的な広域ブロックの形成を促進するため、広

域地方計画に基づく国際競争力の強化等を目指した重点

施策や官民による地域戦略を支え効率的・効果的に実現

するための支援、各地域の知恵と工夫の競い合いのため

の環境整備など、国としての支援の枠組みについて検討

しその実現を図ることが求められる。 

 

・また、地理的・自然的・社会的条件による不利性の大き

な地域では、当該地域の実情に応じて国等が後押しする

こと等が引き続き必要である。その際、各地域のニーズ

に的確に対応した支援方策となるよう検討していく必要

がある。 

 

第３ 計画のねらいと戦略的取組 

 新たな計画においては、あらゆる世代の活躍により、そ

の先の時代の方向を形づくる計画となるよう、以下の戦略

的取組を先導的に提示していくべき。 

 

［グローバル化や人口減少に対応する国土の形成］ 

 多様な広域ブロックが自立的に発展する国土の形成を通

じて、各広域ブロックが安定した経済成長を図りつつブロ

ック内各地域の活力と多様性を維持していく必要がある。 

 第一に、東アジアの成長のダイナミズムを取り込んでい

くことを目指し、各広域ブロックと東アジアの各地域との

関係を深化するとともにそのための基盤整備を進めるべき

である（(1)シームレスアジアの実現）。 

 第二に、本格的な人口減少や一層の高齢化が進展する中

で、都市から農山漁村までブロック内の各地域が活力と個

性を失わず、暮らしの基盤として維持されるために、都市

圏構造の再編や産業の活性化、地域間交流等を進めていく

必要がある（(2)持続可能な地域の形成）。 

 

［安全で美しい国土の再構築と継承］ 

 自立的な国土の形成に取り組みつつ、人口減少によって

生じる国土の余裕を活かして、安全で美しい国土を再構築

し、次世代に向けて維持・継承していかなければならない。 

 第三に、災害へのハード・ソフトの備えを充実させると

ともに、国土の構造全体を災害に強いものへと改変してい

く取組を進めるべきである（(3)災害に強いしなやかな国土

の形成）。 

 第四に、循環と共生を重視した国土管理を進め、持続可

能な美しい国土を形成していく必要がある（(4)美しい国土

の管理と継承）。 

 

［「新たな公」による地域づくり］ 

 以上の４つのねらいの実現に向けた戦略的取組を推進す

るに当たっては、横断的な視点として、国民の価値観の多

様化やＮＰＯの成長などを踏まえ、地縁型のコミュニティ

や企業も含めた多様な民間主体と行政との協働を図るとい

う視点を持つ必要がある。 

 

(1)シームレスアジアの実現 

 東アジア諸国とわが国の相互依存関係はますます深まっ

ており、これらの国々との競争関係を念頭に置きつつ、各

分野での交流と連携を強化することにより、共に発展して

いく姿を追求していくことが求められている。 

 一方で、相互に陸路で結ばれた東アジアの近隣諸国が、

アジアハイウェイ等の推進を通じてその結束強化を進めつ

つあり、海を隔てた我が国においては、東アジアにおける

交通ネットワークとの連続性、互換性の確保の面での立ち

後れが危惧されている。 

 これらの情勢に対応し、我が国と東アジア近隣諸国との

交流・連携を支えていくためには、東アジアにおけるヒト・

モノ・情報の更なる迅速かつ円滑な流れ、すなわちシーム

レスアジアの実現が求められる。 

 



①東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産

業の強化 

集積を活かした新産業創出 /科学技術によるイノベーショ

ン /ものづくり基盤の強化 等（図１０） 

 

②東アジアの交流・連携の推進 

都市、環境等東アジア共通の問題解決プラットフォームの

構築 /観光立国の推進による来訪者の増加 /人材育成･交

流ネットワーク 等（図１１） 

 

③シームレスアジアを支える国土基盤の形成 

東アジアにおける日帰りビジネス圏、貨物翌日配達圏、ア

ジア･ブロードバンド環境の形成 /広域ブロックゲートウ

ェイの形成 /アジア諸国での交通･情報通信基盤整備政策

の共有化 等（図１２） 

 

(2)持続可能な地域の形成 

 人口が減少する局面において、持続可能な地域を形成し

産業を活性化していくためには、人口増加に伴う都市の拡

大に合わせて基盤整備を行う考え方から、拡散型都市構造

を是正しつつ既存ストックの状況に合わせて都市の連携や

構造転換を図る発想に変える必要がある。また、地域独自

の資源を活かした産業の活性化、農山漁村の各種機能の再

評価等、それぞれの地域が、そこにしかない価値に目を向

けた取組を進め、また、地域への人の誘致・移

動を通じた人材の蓄積や地域間の交流・連携を

促進することが重要である。 

 

図１０ 東アジア主要国との電子部品交易額の推移

（出典） H17.5 新
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図１１ 東アジア全体からみた海外旅行に行きたい国・地域
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東アジア全体からみた海外旅行に行きたい国・地域
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調査研究」

図１１ 東アジア全体からみた海外旅行に行きたい国・地域
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図１２ シームレスアジアを支える国土基盤
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図１２ シームレスアジアを支える国土基盤

（出典）中心市街地再生のためのまちづくりのあり
方に関する研究アドバイザリー会議報告（2005、
国土交通省）参考資料
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密度の推移（全国）

（出典）中心市街地再生のためのまちづくりのあり
方に関する研究アドバイザリー会議報告（2005、
国土交通省）参考資料

0

20

40

60

80

100

120

140

Ｓ４５ Ｓ５０ Ｓ５５ Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２

年度

面

積

（

万

h

a

）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

人

口

密

度

（

人

／

ｈ

ａ

）

ＤＩＤ 面積（ｈａ） ＤＩＤ 人口密度（人/ｈａ）

0

20

40

60

80

100

120

140

Ｓ４５ Ｓ５０ Ｓ５５ Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２

年度

面

積

（

万

h

a

）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

人

口

密

度

（

人

／

ｈ

ａ

）

ＤＩＤ 面積（ｈａ） ＤＩＤ 人口密度（人/ｈａ）

図１３ ＤＩＤ（人口集中地区）の面積と人口
密度の推移（全国）



①持続可能で暮らしやすい都市圏の形成 

集約型都市構造への転換･低未利用地の有効利用 /市町村

を越えた広域的な対応 /住生活の質の向上 /大都市圏特有

の課題への対応 等（図１３） 

 

②地域資源を活かした産業の活性化 

地域資源の総力を結集した特色ある産業の展開 /大学等を

核とした新産業の創出や地域づくりの展開 /地域のブラン

ド力育成や観光の振興 等 

 

③美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新た

な展開 

自然環境と生産基盤、生活環境の調和 /多様な魅力や有形

無形の価値の活用 /農林水産業の競争力強化 等 

 

④地域への人の誘致・移動、地域間の交流・連携の促進 

二地域居住の促進 /地域での生活･就業等についての仲介

機能を有する情報プラットフォームの整備 等（図１４） 

  

(3)災害に強いしなやかな国土の形成 

 これまでにない多様で激甚な災害のリスクの増加、災害

の広域化・複合化・長期化が懸念されている。また、地縁

型のコミュニティが弱体化するなど災害に対する社会の対

応能力が低下しつつある。 

このため、災害時要援護者に対しても、安全で安心した

生活が保障される災害に強いしなやかな国土の形成が求め

られている。 

 その際、災害時においても救援・避難活動や情報伝達に

途絶が生じない強靭、かつユニバーサルデザインにも配慮

した交通・情報通信ネットワークの確保も重要となる。 

 

①減災の観点も重視した災害対策の推進 

既存施設の改良も含めた耐震性の強化 /災害の予防と応急

対策の実施に向けたハザードマップ等の事前システム、情

報伝達等の事中システム、被災者の保護等事後システムの

構築 /事業継続計画（BCP）の取組 等（図１５） 

 

②災害に強い国土構造へのリノベーション 

災害に強い国土の構造・利用への誘導 /中枢機能の相互ネ

ットワーク化等を通じた相互補完･代替性の強化 /迂回ル

ート等交通・情報通信網の余裕性の確保 /中山間地域や条

件不利地域における孤立化対策 等 

 

(4)美しい国土の管理と継承 

 京都議定書の第１約束期間が２００８年に始まるなど地球

温暖化の防止に向けた取組が急がれる状況

の中、これを契機とした国民各層の環境保

全に対する関心の高まりを捉え、循環と共

生を重視した国土管理を進めることにより

美しい国土を形成し、次世代に継承してい

くことが重要となっている。また、我が国

の国土から生み出される食料や森林資源等

について、アジアの経済発展に伴うこれら

の需要の高まりを見越しつつ我が国の自給

能力を高めていく必要がある。 

 

①循環と共生を重視し適切に管理された国

土の形成 

針広混交林化等多様で健全な森林整備/林
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図１４ 定住、二地域居住の願望の有無（年代別）

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論
調査」（平成18年2月18日公表）をもとに、国土交通省国

土計画局作成。
（注）二地域居住、定住の願望は、「都市地域」に居住して
いる者に聞いたもの。
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（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論
調査」（平成18年2月18日公表）をもとに、国土交通省国

土計画局作成。
（注）二地域居住、定住の願望は、「都市地域」に居住して
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（出典）国土審議会計画部会第３回国土基盤専門委員会（平成17年11月）今村委員資料

図１５ 減災の観点も重視した災害対策（ハードの限界をソフトが補完）

（出典）国土審議会計画部会第３回国土基盤専門委員会（平成17年11月）今村委員資料

図１５ 減災の観点も重視した災害対策（ハードの限界をソフトが補完）
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業･木材産業の一体的再生/循環型社会の構築/循環資源物

流システムの構築/広域的なエコネットの形成 等（図１６） 

 

②流域圏における国土利用と水循環系の管理 

流域における健全な水循環系の構築 /総合的な土砂管理の

推進 /上下流交流、流域意識醸成の仕組み整備 等 

 

③「国土の国民的経営」に向けた取組への展開 

国民一人一人が国土の管理と継承の一翼を担う取組の推進 

等（図１７） 

 

④海洋・沿岸域の総合的な利用・保全 

政府一体となった包括的･戦略的取組 /離島の振興･管理 /

沿岸域圏の管理 等 

 

(5)「新たな公」による地域づくり（横断的視点） 

 行政だけでなく多様な民間主体を地域づくりの担い手と

とらえ、これら多様な民間主体と行政の協働によって、従

来の公の領域に加え、公と私との中間的な領域にその活動

を拡げることできめ細かなサービスを提供するという「新

たな公」の概念を基軸とした地域づくりを行っていく必要

がある。これにより、新しい地域経営や地域課題解決のシ

ステムの構築を図っていく。さらに、二地域居住を通じて

異なる背景を持つ人々が交流するなど、民間主体をはじめ

とする多様な担い手を通じた開かれた地域づくりの実践や、

独自の魅力を活かした地域の実現が期待される。 

 

①「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステム 

地縁型のコミュニティ、ＮＰＯ等多様な民間主体の活動の

総合化等を図る中間的な支援組織の育成 /参加を容易にす

るための仕組み 等（図１８） 

 

②多様な主体による国土基盤マネジメント 

道路、河川、港湾などの身近な国土基盤のマネジメントへ

の国民の参画 等 

 

③多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による

地域づくり 

差別化された価値･魅力の創造 /文化等の地域資源の活用 

/外部の専門的人材等担い手の確保 /維持･存続が危ぶまれ

る集落における暮らしの将来像の合意形成 /知恵と工夫の

競争の環境整備等、国などの支援のあり方の転換 等 

 

 

（出典）（財）都市緑化技術開発機構編集「都市のエコロジカルネットワーク」

図１６ エコロジカル・ネットワークの形成（イメージ）

（出典）（財）都市緑化技術開発機構編集「都市のエコロジカルネットワーク」

図１６ エコロジカル・ネットワークの形成（イメージ）

図１８ 新たな公」の概念
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図１７ 国土の国民的経営



第４ 計画の実現に向けて 

(1)国土基盤投資の方向性 

 これまでの国土基盤の蓄積を活かしつつ、地域特性を踏

まえた更なる国土基盤投資を重点的、効率的に推進してい

くことを通じて、安定した経済成長と地域の活力の向上、

また安全で美しい国土の再構築に資するよう国土基盤を質

的に向上させていくことが重要である。 

 特に、維持更新投資の増加等により国土基盤への投資環

境が厳しくなることが予想される中で、新しい国土像を目

指して広域地方計画が描く地域のあるべき姿やそれらへと

至る道筋を的確に見据えつつ、次の世代にも求められる国

土基盤を戦略的に形成していくことが必要である。そのた

めには、①国家戦略や自立のための地域戦略を実現するた

めの投資、②地域での対応が求められる問題解決型の投資、

③安全で安心な国民生活を維持する上で必要な投資、とい

った複数の視点に立って投資を重点化することが必要であ

り、その方向性について、検討していくことが求められる。 

 

(2)国土情報の整備・利活用と計画のモニタリング 

国土空間に関する情報の整備及び利活用は、国土の利用・

整備・保全、安全・安心の確保等に資するものであり、地

理情報システム（ＧＩＳ）の積極的利活用を図る必要があ

る。また、計画策定後のモニタリングの実施に向けて、具

体的な実施手順や体制のあり方、国民生活の改善にもたら

す効果を実感できるモニタリング指標等について検討する

必要がある。 

 

(3)計画関連諸制度の点検等 

 この計画の策定を契機として、国土政策関係制度につい

ても点検し、新たな枠組みのあり方等について検討を深め

る必要がある。 

 

第５ 国土利用計画の策定 

 国土の利用をめぐっては、質の低い国土利用、国土や地

球環境への過大な負荷、国土の管理水準の低下などの課題

や、安全や環境に対する意識の高まりなどの新たな状況が

見られる。このため、国土利用計画の策定にあたっては、

「循環と共生」（人間活動と調和した物質循環系の構築、流

域における健全な水循環系の構築、自然の保全・再生等）、

「安全・安心」、「美（うるわ）しさ」（人の営みと生態系が

健全な状態で調和しているなど、国土の総合的な質の高さ）

の３つの視点を重視した持続可能な国土管理の方向性を示

していく必要がある。 

 

（おわりに） 

・本中間とりまとめを契機として、国民各層における活発

な議論、国土形成計画の策定に向けた幅広い合意の形成

が進むことを期待。 

・特に、多様な主体の参画の下、幅広い分野の有識者の意

見や提案も踏まえつつ、各広域ブロックにおける議論を

早急に開始すべき。 

・計画部会としても、最終報告に向けた検討に取り組んで

いく。 

 

  

（参考）これまでの検討状況等は、国土形成計画ウェブサ

イト（www.kokudokeikaku.go.jp）でご覧いただ

けます。中間とりまとめの内容に関する皆様からのご

意見も同ウェブサイトにて募集しています。 

 

 


